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1. はじめに 

利用者均衡配分は、交通量のみならず旅行時間等

のサービス水準指標についても同時に整合的に推計

できる点が大きな特徴であるが、そのためにはリン

クパフォーマンス関数を適切に、かつ合理的に設定

することが不可欠である。 
我が国においてもリンクパフォーマンス関数の推

定に関する既往研究が見られるが、得られたパラメ

ータと道路構造との関係が必ずしも明確でない等、

実務への適用にあたって課題を残している。また、

そもそも我が国ではこれまで、リンクパフォーマン

ス関数の推定に用いることを前提とした大規模ある

いは統一的な旅行速度データの収集・蓄積が行なわ

れていないため、関数の推定に適したデータの確保

が難しいのが現状である。 
本研究では、利用者均衡配分に適用されることの

多い BPR 関数について、推定に必要となるデータの

検討およびパラメータ推定の検討を行なった。また、

これに基づいて、首都圏においてデータの収集およ

びパラメータ推定を行なった。 

2. データ収集に関する検討 

(1) 既往事例における課題 

我が国のこれまでの研究では、道路交通センサス

の旅行速度調査データを用いていることが多い。こ

れは、①データ入手の容易さ、②サンプル数が多い、

③全国を対象とした分析が可能、といったメリット

によるものと考えられる。 
しかし、道路交通センサスの旅行速度調査は、リ

ンクパフォーマンス関数の推定に用いることを考慮

したものではないため、以下のような問題点がある。 
①交通量調査日時と旅行速度調査日時が必ずしも

整合していない。 
②旅行速度調査はピーク時のみの実施である。 

③同一区間におけるサンプル数が十分でない。 
一方、車両感知器を用いれば、多くのサンプルを

比較的容易に、しかも交通量と走行速度を同時に収

集することが可能であるが、車両感知器から得られ

るのは限られた地点の瞬間速度である。利用者均衡

配分に用いるリンクコストは信号待ち等を含む区間

旅行時間に相当すると考えられるため、車両感知器

データをリンクパフォーマンス関数の推定に用いる

ことは適切ではない。 

(2) データ収集の概要 

リンクパフォーマンス関数の推定に適したデータ

を収集するため、路側における交通量観測と、調査

車両による区間旅行時間の測定を行なった。 
○調査区間：東京23区、横浜市、川崎市、埼玉県

南部の計26区間。 
○調査時期：2002年7月および2003年5月 
○観測時間：各区間平日一日の調査とした。24時

間のデータは必要ないが、自由流から渋滞まで、

様々な交通量の下でのデータを得る必要がある

ため、3～5時、7～9時、14～16時、17～19時、

20～22時に計測を行なった。交通量の測定と区

間旅行時間の測定は同一日時に行なった。 
○交通量測定方法：各区間につき1～2地点、上下

方向別に、路側の調査員により15分交通量を観

測した。2地点で交通量が大きく異なる場合には、

調査区間を分割し、2地点の交通量に大差がない

場合には、2地点の平均をとった。 
○旅行時間測定方法：調査区間で調査車両（乗用

車2台）を往復走行させ、両端および主要交差点

通過時刻を記録。また、信号交差点通過に1サイ

クル以上要したか否かを記録。 
また、調査区間の選定にあたっては、以下の点に

留意した。 
①信号交差点を含む数 km にわたった旅行時間を

計測し、なおかつ区間内の交通量はほぼ一定で

ある必要がある。 
*
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*
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②幅員構成が均一で、安定した走行が可能な区間
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とした。 
③道路構造とパラメータの関係の分析が可能とな

るよう、道路交通センサス調査対象区間の中か

ら、車線数、規制速度、信号交差点密度 等にバ

リエーションを持たせて選定した。 

3. パラメータ推定方法 

BPR 関数の式を以下に示す。 
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ここに， 
t：旅行時間 ：自由旅行時間 0t
x：交通量 ：交通容量 c
α , β ：パラメータ 

推定対象となるパラメータは、α 、β 、 （単位

自由旅行時間）とする。推定は以下の3ステップによ

って行なった。 

0t

ステップ①：臨界点（交通量と交通容量が一致す

る点）付近が観測されている区間のデータを用

いて、観測された旅行時間 t と式(1)によって算

出される旅行時間 t との残差二乗和が最小にな

るように、

ˆ

α 、 β 、区間別 を推定する。 0t
ステップ②：α 、 β を所与として、オフピーク時

のデータを用いて、区間別 を改めて推定する。 0t
ステップ③：区間別 と区間別道路諸元（規制速

度、車線数、中央分離帯有無、信号交差点密度、

沿道状況、道路種別 等）との関係式を推定する。 

0t

3ステップに分けたのは、以下の理由による。 
まず、前述のように利用者均衡配分に用いるリン

クコストは信号待ち等を含む区間旅行時間に相当す

るため、 を設計速度や規制速度に基づいて外生的

に与えると、 が実勢と乖離し、他のパラメータ（
0t

0t α 、

β ）の推定に歪みをもたらす可能性がある。このた

め、 は内生化する必要がある。 0t
また、単位自由旅行時間と道路構造の関係を説明

する回帰式と、パラメータα 、 β とを同時推定する

方法をとると、回帰モデルにおける乖離がα 、β の

推定結果にバイアスを生じさせる可能性がある。こ

のため、ステップ①～②とステップ③を分離した。 
パラメータα およびβ の推定にあたっては、臨界

点（交通量と交通容量が一致する点）付近のデータ

が重要となるため、区間別に と をプロットしたグ

ラフから判断して、明確に臨界点が観測されていな

い調査区間については除外して

t x

α 、βの推定（ステ

ップ①）を行なった。しかし、臨界点が観測されて

いない調査区間であっても、 の推定には活用可能

であることから、ステップ①とステップ②を分離す

ることとし、更にステップ②（自由旅行時間の推定）

はオフピーク時の観測データを重視することとした。 

0t

4. パラメータ推定結果 

推定されたパラメータは以下のとおりである。 
0.1=α  (2) 
0.2=β  (3) 
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規制速度および信号交差点密度以外の道路諸元

（道路種別、車線数区分、中央分離帯の有無、沿道

状況 等）については、自由旅行時間の説明変数とし

て有意な結果を得られなかった。その原因としては、

調査区間数が十分でないこと、特に二車線道路にお

いて安定した測定結果を得られていないこと、等が

挙げられる。 
なお、推定ステップ①において、α に比べて β の

変化が の推定残差に与える影響はかなり小さいこ

とから、

t
β については0.5刻みで探索を行なっている。 

5. 今後の課題 

本研究では一都三県の26区間で計測したデータを

使用したが、調査区間数や計測サンプル数が十分で

はないこともあって、各パラメータと道路構造との

関係が十分に明らかになっていない。また、首都圏

以外との地域特性の比較のためには、他地域におい

ても同一条件でのデータ収集を行なう必要がある。

今後、プローブカー等の新しい技術を活用しながら、

リンクコスト関数の推定に適した旅行速度データの

一層の蓄積を図る必要があると考えられる。 
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